
 
平成１８年３月期  個別財務諸表の概要 

平成１８年５月１１日 

会 社 名 理想科学工業株式会社          上 場 取 引 所 ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号 ６４１３                本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.riso.co.jp/） 
代 表 者  役職名 代表取締役社長    氏名 羽山 明 
問い合わせ先責任者  役職名 専 務 取 締 役      氏名 河合 伸雄   ＴＥＬ（03）5441-6611     
決算取締役会開催日  平成１８年５月１１日     中間配当制度の有無  有 
配当支払開始予定日  平成１８年６月２８日     定時株主総会開催日  平成１８年６月２７日      
単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

１．１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

(1) 経営成績                               （百万円未満切捨て） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
１８年３月期 70,894 （  4.2） 4,978 （△13.9） 5,278 （△12.8） 

１７年３月期 68,067 （  6.1） 5,779 （△11.2） 6,052 （  1.5） 
 

 当  期  純  利  益 
1 株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1 株当たり当 期 純 利 益  

株主資本 
当期純利益率  

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
１８年３月期 1,913 （△44.1） 70 68 69 01 2.8 4.9 7.4 
１７年３月期 3,423 （△ 5.2） 249 15 235 69 5.1 5.8 8.9 

(注) 1．期中平均株式数      18年3月期 26,599,873株      17年3月期 13,550,133株 
   2．会計処理の方法の変更   無 
   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

4．平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合を持って株式を分割しており、18年3月期の1株当たり当
期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、それぞれ期首に当該分割が行われたと仮定して算出して
おります。なお、当該株式分割が17年3月期期首に行われたと仮定すると、17年3月期の１株当たり当期純利益
は124円57銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は117円85銭となります。 

(2) 配当状況                               （百万円未満切捨て） 
1 株当たり年間配当金 

 
 中 間 期 末 

配当金総額 
（年 間） 

配当性向 
株主資本 
配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
１８年３月期 30 00 － － 30 00 796 42.4 1.1 
１７年３月期 60 00 － － 60 00 801 24.1 1.2 

(注)  平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合を持って株式を分割しており、当該株式分割が17年3月期期
首に行われたと仮定すると、17年3月期の１株当たり年間配当金は30円00銭となります。 

(3) 財政状態                               （百万円未満切捨て） 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
１８年３月期 110,516 70,481 63.8 2,651 87 
１７年３月期 106,392 68,491 64.4 5,125 67 

(注)  1. 期末発行済株式数        18年3月期 26,565,690株      17年3月期 13,353,010株 
2. 期末自己株式数         18年3月期 1,487,476株      17年3月期  673,490株 
3．平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合を持って株式を分割しており、当該株式分割が17年3月期

に行われたと仮定すると、17年3月期の１株当たり株主資本は2,562円83銭となります。 

２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
1 株当たり年間配当金 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 32,850 660 390 － － － － － － 
通   期 71,300 3,200 1,900 － － 30 00 30 00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  71円 52銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因による本資
料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる
可能性がありますことをご承知おきください。 
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７．個別財務諸表等 
①貸借対照表  （単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 
対前年比 

区分 金額 
構成比 
（％） 

金額 
構成比 
（％） 

増減 

（資産の部）        
Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  27,866   27,282  △583 
２．受取手形  1,236   1,409  173 
３．売掛金  13,790   14,109  318 
４．有価証券  2,200   2,699  499 
５．製品・商品  4,003   5,137  1,134 
６．原材料  611   647  36 
７．仕掛品  212   153  △59 
８．貯蔵品  11   13  2 
９．前払費用  294   327  33 
10．繰延税金資産  1,399   1,461  61 
11．その他  414   781  366 

貸倒引当金  △84   △215  △131 
流動資産合計  51,956 48.8  53,807 48.7 1,850 

Ⅱ 固定資産        
１．有形固定資産        

(1) 建物 16,646   16,849    
減価償却累計額 △8,391 8,254  △8,835 8,014  △240 

(2) 構築物 1,273   1,282    
減価償却累計額 △1,017 255  △1,046 236  △19 

(3) 機械及び装置 4,559   4,584    
減価償却累計額 △3,873 685  △3,863 720  35 

(4) 車両運搬具 109   109    
減価償却累計額 △93 16  △92 17  0 

(5) 工具器具備品 14,826   15,805    
減価償却累計額 △12,752 2,073  △13,786 2,018  △55 

(6) 営業用資産 11,892   11,845    
減価償却累計額 △7,895 3,997  △7,833 4,011  14 

(7) 土地  14,899   14,873  △25 
(8) 建設仮勘定  60   53  △6 

有形固定資産合計  30,244 28.4  29,946 27.1 △297 
２．無形固定資産        

(1) 商標権  0   0  △0 
(2) ソフトウェア  1,107   1,369  262 
(3) その他  349   411  62 

無形固定資産合計  1,457 1.4  1,781 1.6 324 
３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券  4,283   8,704  4,420 
(2) 関係会社株式  9,876   9,874  △1 
(3) 出資金  2   2  － 
(4) 関係会社出資金  3,101   3,101  － 
(5) 長期貸付金  78   72  △6 
(6) 従業員に対する長期貸付金  133   117  △15 
(7) 破産債権、再生債権、更生債

権その他これらに準ずる債権 
 170   91  △78 

(8) 長期前払費用  60   48  △11 
(9) 繰延税金資産  1,675   1,967  291 

(10) 差入保証金  1,267   1,313  45 
(11) 保険積立金  1,930   2,114  184 
(12) その他  1,244   600  △644 

貸倒引当金   △171   △92  78 
投資損失引当金   △920   △2,936  △2,016 

投資その他の資産合計  22,734 21.4  24,981 22.6 2,246 
固定資産合計  54,435 51.2  56,708 51.3 2,273 
資産合計  106,392 100.0  110,516 100.0 4,123 
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  （単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 
対前年比 

区分 金額 
構成比 
（％） 

金額 
構成比 
（％） 

増減 

（負債の部）        
Ⅰ 流動負債        

１．支払手形  2,080   2,830  749 
２．買掛金  9,081   10,333  1,252 
３．１年以内返済予定の長期借入金  6   6  △0 
４．未払金  2,946   2,657  △289 
５．未払費用  214   215  1 
６．未払法人税等  1,168   1,403  235 
７．前受金  233   293  59 
８．預り金  238   182  △56 
９．賞与引当金  1,371   1,398  26 
10．製品保証引当金  44   80  35 
11．設備支払手形  177   56  △120 

流動負債合計  17,564 16.5  19,456 17.6 1,892 
Ⅱ 固定負債        

１．転換社債  16,915   16,675  △240 
２．長期借入金  121   104  △17 
３．退職給付引当金  2,945   3,030  85 
４．役員退職慰労引当金  279   246  △32 
５．事業損失引当金  －   440  440 
６．その他  76   80  4 

固定負債合計  20,337 19.1  20,577 18.6 240 
負債合計  37,901 35.6  40,034 36.2 2,132 

（資本の部）        
Ⅰ 資本金  14,114 13.3  14,114 12.8 0 
Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金 14,779   14,779    
２．その他資本剰余金        

(1) 自己株式処分差益 0   0    
資本剰余金合計  14,779 13.9  14,779 13.4 0 

Ⅲ 利益剰余金        
１．利益準備金 3,528   3,528    
２．任意積立金        

(1) 海外市場開拓積立金 4,078   4,078    
(2) 設備拡充積立金 10,000   10,000    
(3) 為替変動積立金 2,100   2,100    
(4) 別途積立金 14,024   16,524    

３．当期未処分利益 7,200   5,764    
利益剰余金合計  40,932 38.5  41,996 38.0 1,063 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  976 0.9  2,205 2.0 1,228 
Ⅴ 自己株式  △2,311 △2.2  △2,614 △2.4 △302 

資本合計  68,491 64.4  70,481 63.8 1,990 
負債資本合計  106,392 100.0  110,516 100.0 4,123 
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②損益計算書  （単位：百万円） 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

対前年比 

区分 金額 
百分比 
（％） 

金額 
百分比 
（％） 

増減 

Ⅰ 売上高  68,067 100.0  70,894 100.0 2,827 
Ⅱ 売上原価        

１．製品･商品期首たな卸高 4,124   4,003    
２．当期製品製造原価 29,218   32,766    
３．当期商品仕入高 7,248   7,768    
４．他勘定受入高 4,083   4,065    
５．製品保証引当金繰入額 12   38    

合計 44,687   48,641    
６．他勘定振替高 3,040   3,099    
７．製品･商品期末たな卸高 4,003 37,643 55.3 5,292 40,249 56.8 2,605 

売上総利益  30,423 44.7  30,645 43.2 221 
Ⅲ 販売費及び一般管理費  24,643 36.2  25,667 36.2 1,023 

営業利益  5,779 8.5  4,978 7.0 △801 
Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 26   22    
２．有価証券利息 8   5    
３．受取配当金 450   212    
４．為替差益 －   143    
５．投資有価証券売却益 －   82    
６．その他 297 782 1.1 209 675 0.9 △107 

Ⅴ 営業外費用        
１．支払利息 10   6    
２．社債利息 253   253    
３．為替差損 17   －    
４．固定資産除却損 199   94    
５．その他 29 509 0.7 20 374 0.5 △134 

経常利益  6,052 8.9  5,278 7.4 △774 
Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益 － － － 18 18 0.0 18 
Ⅶ 特別損失        

１．投資損失引当金繰入額 730   2,016    
２．事業損失引当金繰入額 －   440    
３．貸倒引当金繰入額 62   144    
４．減損損失 － 792 1.2 25 2,625 3.7 1,833 

税引前当期純利益  5,260 7.7  2,671 3.7 △2,589 
法人税、住民税及び事業税 2,137   1,954   △183 
法人税等調整額 △300 1,836 2.7 △1,196 758 1.0 △895 
当期純利益  3,423 5.0  1,913 2.7 △1,510 
前期繰越利益  3,776   3,851  74 
当期未処分利益  7,200   5,764  △1,436 

        
 

③利益処分（案）  （単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成17年６月24日 
定時株主総会決議） 

当事業年度 
（平成18年６月27日 

定時株主総会決議） 

区分 金額 金額 

Ⅰ 当期未処分利益  7,200  5,764 
Ⅱ 利益処分額     

１．配当金 801  796  
２．取締役賞与金 48  33  
３．別途積立金 2,500 3,349 2,500 3,329 

Ⅲ 次期繰越利益  3,851  2,434 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評
価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 
 
 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及び
評価方法 

(1) 製品･商品、原材料、仕掛品 

……移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

……最終仕入原価法による原価法 

(1) 製品･商品、原材料、仕掛品 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

 建物(建物附属設備を除く)については、定
額法を、建物以外の有形固定資産については
定率法を採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 
 なお、ソフトウェア（自社利用分）につい
ては、社内における利用可能期間（5年間）
に基づく定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 投資損失引当金 

 子会社等への投資に係る損失に備えるた
め、投資先の財政状態の実情を勘案して必要
額を計上しております。 

(2) 投資損失引当金 

同左 

 (3) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給
見込額に基づき計上しております。 

(3) 賞与引当金 

同左 

 (4) 製品保証引当金 

 保証期間内製品の補修部品費用の支出に備
えるため、過去の実績に基づき、発生見込額
を計上しております。 

(4) 製品保証引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数（15年）による定率法により算定した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (6) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。 

(6) 役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。 

 ────── (7) 事業損失引当金 

 子会社等が営む事業の損失に備えるため、
当社が負担することとなる損失見込額を計上
しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

（会計処理方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月
31日）を適用しております。 
これにより税引前当期純利益は25百万円減少しております 

 

（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 

１． 前事業年度まで区分掲記しておりました「受取保険返戻
金」は、営業外収益の合計額の100分の10以下となったた
め、営業外収益の「その他」に含めて表示することに変更
しました。 

   なお、当事業年度における「受取保険返戻金」の金額は
31百万円であります。 

２． 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示し
ておりました「固定資産除却損」は、営業外費用の合計額
の100分の10を超えることとなったため区分掲記すること
に変更しました。 
なお、前事業年度における「固定資産除却損」の金額は

81百万円であります。 

────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

項目 
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

１．偶発債務 1,897 百万円 1,672 百万円 

関係会社の金融機関からの借入
金及び関税等に対する債務保証 

  

 被保証先   

 RISO (U.K.)LTD.  
400千英ポンド  
（80百万円）  

 

 
400千英ポンド 
（82百万円） 

 
 RISO EUROPE LTD.  

511千英ポンド  
（103百万円）  

 

 
332千ユーロ 
（47百万円） 

 
 RISO FRANCE S.A.  

839千ユーロ  
（116百万円）  

 

 
1,109千ユーロ 
（158百万円） 

 
 珠海理想科学工業有限公司  

40,306千人民元  
（523百万円）  

  
 

 
14,500千人民元 
3,500千米ドル 
（623百万円） 

 
 RISOGRAPH ITALIA S.p.A.  

1,188千ユーロ  
（164百万円）  

 

 
1,016千ユーロ 
（145百万円） 

 
 RISO IBERICA S.A  

40千ユーロ  
（5百万円）  

 

 
43千ユーロ 
（6百万円） 

 
 RISO AFRICA(PTY)LTD.  

30,000千ランド  
（514百万円）  

 

 
20,000千ランド 
（382百万円） 

 
 理想工業（香港）有限公司  

26,000千香港ドル  
（358百万円）  

 

 
15,000千香港ドル 

（226百万円） 
 

 ㈱アヴニール  
30百万円 

 

 
────── 

 
２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 

発行済株式総数 

 

普通株式  33,920,000  株  

普通株式  14,026,500  株  
 

 

普通株式  67,840,000  株 

普通株式  28,053,166  株 
 

３．自己株式 

株式数 
 

普通株式     673,490  株 
 

 
普通株式    1,487,476  株 

 
４．関係会社項目 関係会社に対する資産及び負債には区分

掲記されたもののほか次のものがありま
す。 

受取手形及び売掛金   6,588 百万円 

関係会社に対する資産及び負債には区分
掲記されたもののほか次のものがありま
す。 

受取手形及び売掛金   7,055 百万円 

５．配当制限  商法施行規則第124条第３号に規定する資
産に時価を付したことにより増加した純資
産額は976百万円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資
産に時価を付したことにより増加した純資
産額は2,205百万円であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── １．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減
損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額 

山口県宇部市 遊休資産 土地 25百万円 

  当社は、減損会計の適用にあたって、事業の種類別セグメ
ントを基準に、資産のグルーピングを行っております。 

  ただし、不動産その他事業に含まれる賃貸資産は独立した
キャッシュ・フローを生み出すと認められる最小単位毎に、
遊休資産については個別にグルーピングを行っております。 

  その結果、遊休資産については、将来の使用が見込まれて
いないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失（25百万円）として特別損失に計上しておりま
す。 
なお、該当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定評価額に基づいて評価しております。 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度末及び当事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
繰延税金資産 

未払事業税否認 117 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 83   〃 

賞与引当金否認 558   〃 
試験研究費否認 419   〃 

投資有価証券評価損否認 494  〃 

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,105   〃 
役員退職慰労引当金否認 113   〃 

投資損失引当金否認 374  〃 

その他 662   〃 

繰延税金資産小計 3,929   〃 

評価性引当額 △183   〃 

繰延税金資産合計 3,745   〃 

繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金 △670   〃 

繰延税金負債合計 △670   〃 

繰延税金資産(負債)の純額 3,075 百万円
 

 
繰延税金資産 

未払事業税否認 141 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 108   〃 

賞与引当金否認 569   〃 
試験研究費否認 386   〃 

投資有価証券評価損否認 471  〃 

退職給付引当金否認 1,233   〃 
役員退職慰労引当金否認 100   〃 

投資損失引当金否認 1,194  〃 

事業損失引当金否認 179  〃 
その他 739   〃 

繰延税金資産小計 5,125   〃 
評価性引当額 △183   〃 

繰延税金資産合計 4,941   〃 

繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金 △1,513   〃 

繰延税金負債合計 △1,513   〃 

繰延税金資産(負債)の純額 3,428 百万円
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因 
 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9 
住民税均等割等 0.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.6 

研究費等の法人税額特別控除 △8.3 
評価性引当額 3.5 

その他 △1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9％ 
 

 
法定実効税率 40.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.0 
住民税均等割等 1.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5 

研究費等の法人税額特別控除 △16.0 
外国税額控除 △1.8 

その他 △0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.4％ 
 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 5,125円67銭  

１株当たり当期純利益金額 249円15銭  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 235円69銭  
 

 
１株当たり純資産額 2,651円87銭 

１株当たり当期純利益金額 70円68銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 69円01銭 
 
 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき２株の株式分
割を行っております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前
事業年度における１株当たり情報については、以下のとおりと
なります。 

１株当たり純資産額 2,562円83銭 

１株当たり当期純利益金額 124円57銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 117円85銭 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  理想筑波株式会社、理想千葉株式会社及び理想静岡株式会社
との合併 

 当社は、営業の意思決定の迅速化や業務の効率化を図るた
め、当社の100％出資子会社である理想筑波株式会社、理想千葉
株式会社及び理想静岡株式会社を、平成18年５月１日付にて吸
収合併いたしました。 
１．合併期日 

平成18年５月１日 
２．合併の形式 

当社を存続会社とし理想筑波株式会社、理想千葉株式会社
及び理想静岡株式会社を解散会社とする吸収合併とし、合併
による新株の発行は行いません。 

３．財産の引継 
合併期日において理想筑波株式会社、理想千葉株式会社及

び理想静岡株式会社の資産、負債及び権利義務の一切を引継
ぎます。 

４．被合併会社の概要 
会 社 名 称 理想筑波株式会社 

事 業 内 容 印刷機器関連の販売 

 (平成18年３月期) 

売 上 高 387百万円 

当 期 純 利 益 18百万円 

総 資 産 183百万円 

株 主 資 本 129百万円 

 
会 社 名 称 理想千葉株式会社 

事 業 内 容 印刷機器関連の販売 

 (平成18年３月期) 

売 上 高 1,280百万円 

当 期 純 利 益 43百万円 

総 資 産 418百万円 

株 主 資 本 262百万円 
   

会 社 名 称 理想静岡株式会社 

事 業 内 容 印刷機器関連の販売 

 (平成18年３月期) 

売 上 高 456百万円 

当 期 純 利 益 12百万円 

総 資 産 210百万円 

株 主 資 本 144百万円 
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８．役員の異動 
 

１．代表者の異動 

 

該当事項はありません。 

 

２．その他役員の異動（平成１８年６月２７日付） 

 

(1) 新任取締役候補 

取 締 役 営業本部長                        国  谷  多 可 史（現 執行役員営業本部長) 

取 締 役 経理部・経営企画部・ＳＣＭ統括部・情報システム部担当 

      五 十 嵐  秀  隆（現 経理部長兼経営企画部長） 

 

(2) 退任予定取締役 

取 締 役（社外取締役）                村  上    愛  三 

   

 

３．人事異動（平成１８年６月２７日付） 

新  役  職  名 氏    名 旧  役  職  名 

代表取締役社長 羽  山    明 
代表取締役社長 

営業本部担当 

専務取締役 

総合企画部・総務部・人事部・広報室・宣伝部

担当 

河 合  伸 雄 

専務取締役 

総合企画部・総務部・人事部・広報室・経理部・

経営企画部・情報システム部・宣伝部担当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


